
（平成27年度末の住民基本台帳人口 111,799 人） （単位：円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 409,933

①生活インフラ・国土保全 833,239 (2) 長期未払金

②教育 288,277 ①物件の購入等

③福祉 55,146 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 58,901 ③その他

⑤産業振興 103,835 長期未払金計 172

⑥消防 37,755 (3) 退職手当引当金 54,534

⑦総務 105,978 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 1,483,130 固定負債合計 464,639

(2) 売却可能資産 17,495

公共資産合計 1,500,625 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 31,376

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 80

①投資及び出資金 8,206 (4) 翌年度支払予定退職手当 8,698

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 3,566

投資及び出資金計 8,206 流動負債合計 43,720

(2) 貸付金 8,325

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 508,359

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 28,285

③土地開発基金 13,888 [純資産の部]

④その他定額運用基金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 326,019

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 42,173 ２　公共資産等整備一般財源等 1,018,966

(4) 長期延滞債権 6,181

(5) 回収不能見込額 △ 1,650 ３　その他一般財源等 △ 212,370

投資等合計 63,235

４　資産評価差額 △ 491

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 1,132,124

①財政調整基金 45,711

②減債基金 547

③歳計現金 29,028

現金預金計 75,286

(2) 未収金

①地方税 1,479

②その他 176

③回収不能見込額 △ 318

未収金計 1,337

流動資産合計 76,622

資　　産　　合　　計 1,640,483 負 債 ・ 純 資 産 合 計 1,640,483

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 円

②教育 円

③福祉 円

④環境衛生 円

⑤産業振興 円

⑥消防 円

⑦総務 円

計 円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 円

②地方債 円

③一般財源等 円

計 円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 円

②債務保証又は損失補償 円

（うち共同発行地方債に係るもの 円）

③その他 円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち344円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 677,093 円

　[内訳]　普通会計地方債残高 441,309 円 441,309 円

　　　　　債務負担行為支出予定額 201 円 252 円 円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 172,244 円 円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 0 円 円

　　　　　退職手当負担見込額 63,232 円 63,232 円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 108 円 0 円 円

　　　　　連結実質赤字額 0 円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 円

　基金等将来負担軽減資産 541,342 円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 85,382 円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 8,375 円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 447,584 円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 135,751 円

※５　有形固定資産のうち、土地は484,187円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は1,257,300円です。

※各数値は小数点以下を四捨五入しているため、合計があわない場合があります。

【(翌年度償還予定)
地方債・(長期)未払

金・引当金】

【契約債務・
偶発債務】

△ 51

172,244

0

108

182,865

209

19,469

0

1,426

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

75

2,440

182,865

33,739

28,499

120,627

172

83,582

2,457

11,253

16,775

66,284

貸借対照表
(平成28年3月31日現在)

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

0

0



行政コスト計算書
自　平成27年4月  1日

至　平成28年3月31日

（平成27年度末の住民基本台帳人口 111,799 人）

　【経常行政コスト】 （単位：円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・
国土保全

教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息
回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 58,788 16.1% 2,870 13,214 8,576 3,113 4,597 8,711 15,120 2,586 0

（２）退職手当引当金繰入等 5,983 1.6% 358 1,091 876 367 513 958 1,751 69 0

１ （３）賞与引当金繰入額 3,566 1.0% 176 812 526 193 264 505 930 159 0

小　　計 68,337 18.8% 3,405 15,117 9,978 3,673 5,375 10,174 17,801 2,814 0

（１）物件費 47,461 13.0% 3,062 12,439 4,666 13,454 2,930 1,526 9,092 293 0

（２）維持補修費 4,731 1.3% 1,904 1,016 270 1,136 158 56 191 0

（３）減価償却費 51,372 14.1% 20,662 8,630 3,809 5,046 5,879 2,163 5,183

小　　計 103,564 28.4% 25,629 22,085 8,746 19,635 8,967 3,744 14,466 293 0

（１）社会保障給付 88,761 24.4% 975 87,786 0

（２）補助金等 17,584 4.8% 57 1,668 1,649 505 7,759 572 5,317 56 0

３ （３）他会計等への支出額 62,665 17.2% 13,134 0 45,459 2,859 1,214 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

16,819 4.6% 11,304 0 598 672 4,047 72 127 0

小　　計 185,829 51.0% 24,495 2,643 135,492 4,035 13,020 644 5,444 56 0

（１）支払利息 5,079 1.4% 5,079

（２）回収不能見込計上額 893 0.2% 893

（３）その他行政コスト 424 0.1% 0 0 0 0 0 0 0 0 424

小　　計 6,396 1.8% 0 0 0 0 0 0 0 0 5,079 893 424

364,126 53,528 39,845 154,216 27,344 27,361 14,562 37,710 3,163 5,079 893 424

（　構　成　比　率　） 14.7% 10.9% 42.4% 7.5% 7.5% 4.0% 10.4% 0.9% 1.4% 0.2% 0.1%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 7,256 565 670 1,939 1,165 559 17 495 0 193 0 1,653

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 9,317 0 31 4,520 4 220 0 121 0 0 0 4,422

16,574 565 701 6,458 1,169 778 17 616 0 193 0 6,075

ｄ／ａ 4.6% 1.1% 1.8% 4.2% 4.3% 2.8% 0.1% 1.6% 0.0% 3.8% 0.0%

347,553 52,963 39,144 147,758 26,174 26,583 14,545 37,094 3,163 4,885 893 424 △ 6,075

※各数値は小数点以下を四捨五入しているため、合計があわない場合があります。

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト ａ－
ｄ



（平成27年度末の住民基本台帳人口 111,799 人） （単位：円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 1,149,200 327,445 1,024,316 △ 205,976 3,415

純経常行政コスト △ 347,553 △ 347,553

一般財源

地方税 138,502 138,502

地方交付税 80,069 80,069

その他行政コスト充当財源 29,918 29,918

補助金等受入 85,510 10,843 74,667

臨時損益

災害復旧事業費 △ 388 △ 388

公共資産除売却損益 790 790

投資損失 △ 19 △ 19

損失補償等引当金繰入等 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 16,797 △ 16,797

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 7,456 △ 7,456

貸付金・出資金等の回収等による財源増 0 △ 9,054 9,054 0

減価償却による財源増 △ 12,269 △ 39,103 51,372 0

地方債償還等に伴う財源振替 18,554 △ 18,554

資産評価替えによる変動額 △ 3,906 △ 3,906

無償受贈資産受入 0 0

その他 0 0 0 0 0

期末純資産残高 1,132,124 326,019 1,018,966 △ 212,370 △ 491

※各数値は小数点以下を四捨五入しているため、合計があわない場合があります。

純資産変動計算書
自　平成27年4月  1日

至　平成28年3月31日



（平成27年度末の住民基本台帳人口 111,799 人）

（単位：円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報

① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

② 平成27年度における一時借入金の借入限度額は62,612円です。

③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 円

　地方債発行額 △

　財政調整基金等取崩額 △

　支出総額 △

　地方債元利償還額

　財政調整基金等積立額

　　基礎的財政収支 円

※各数値は小数点以下を四捨五入しているため、合計があわない場合があります。

38,547

17,948

△ 13,851

24,616

29,028

433,198

58,150

16,609

428,785

790

1,573

15,499

△ 64,635

0

4,412

0

80,134

0

5,241

0

7,895

13,112

18,576

6

14,375

33,559

506

867

364

45,347

△ 22,293

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部
0

49,906

16,819

915

67,640

12,516

31,600

18,655

17,792

24,567

372,352

91,340

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

138,753

80,069

72,995

6,396

9,053

4,072

88,761

17,584

5,079

47,719

5,119

281,012

資金収支計算書
自　平成27年4月  1日

至　平成28年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部
69,290

47,461


